[image: image1.png]






環境整備となる支援技術を

選択するための5つのステップ

Job Accommodation Network-米国労働省障害者雇用政策オフィスのサービスからの情報




JAN環境整備ファクトシート・シリーズ
環境整備となる支援技術を選択するための5つのステップ 

視覚障害者に対する職務遂行上の環境整備としてどのような支援技術(AT)が必要であるかを判断することは重要な問題です。適切な支援技術を選択するために、支援技術関連のリソースに連絡を取り、意志決定プロセスを適用することがカギとなります。
下記の5つのステップは、職務遂行のために適切な支援技術を検討する際に一助となるプロセスです:

ステップ1: 状況の把握
応募者や従業員から環境整備に対する要求があったとき、あるいは事業主が障害やバリア、あるいは職務遂行上の問題が明らかに存在すると認識していることがきっかけとなって環境整備プロセスを考慮するようになる場合があります(EEOC、2002)。環境整備が必要であると判断されると、状況を把握するために下記に挙げるような点が考慮されます。
· 症状および機能上の制限は何ですか?  機能上の制限は特定の活動において困難を伴うものであるか(例えば、コンピュータ画面を見るのが困難である)?

· 視覚障害の種類および程度
· 拡大鏡の利用に効果はあるか?  そうであれば、どの程度か?

· 点字を使うことができるか?

· 症状は悪化しているか、それとも安定しているか?  これは必ずしも考慮すべき要因ではないかもしれません。  状況によっては、支援技術の選択にあたり、障害の状況が時間の経過ともに変化するものであるか知っておく必要があります。
· 視覚障害によって職務の遂行にどのような困難が伴うか？ この検証を、障害者の職務内容、職務に必要な基本的・付帯的機能を見直す良い機会と捉えることもできます。
ステップ2: 社会資源の検索及び社会資源への相談
· 症状・状況、技術、あるいは支援技術訓練を受けているかについて視覚障害者自身が熟知している場合もあります。
· State Vocational Rehabilitation Agencies(各州の職業リハビリテーション局)が障害者の就労を支援するサービスを提供しています。 サービスには、就職斡旋をはじめ、カウンセリング、職業教育、評価、実地訓練、補助金を伴う環境整備に対する援助などが含まれます。
· State Assistive Technology Projects（各州の支援技術プロジェクト）には、支援技術関連の技術援助、相談、製品のデモンストレーション、機器の貸与、障害者に対する低金利融資などが含まれます。 

· Assistive Technology Practitioners（支援技術者）または Rehabilitation Engineering Technologists（リハビリテーション技術者）に相談する。

· Disability Specific Organizations（障害特定団体）およびFreedom Scientificや AI Squared、Pulse Data HumanWare、LS & S, LLC.などのような支援技術関連の業者に相談をする。

· 職場のコンピュータ技術者やITチームに相談する
· JANのSearchable Online Accommodation Resource (SOAR)を利用してください。SOARは、ユーザーが環境整備プロセスに進むこと、環境整備に関するアドバイスを提供すること、リソース情報を提供することなどを手助けするオンライン・ツールです。
ステップ3: 支援技術の選択
収集した情報に基づき、支援技術について決定を行います。  下記の点を慎重に検討します:

· 技術サポートが得られるか?

· 返金保証・保証書があるか?

· 他の技術との適合性・互換性のある製品が使用されているか?

· 支援技術補助金は得られるか?

税優遇措置（Tax Incentives）、職業リハビリテーション・サービス（Vocational Rehabilitation）、地域の市民団体（国際ライオンズクラブ（Lions Clubs International）など）の利用・援助を検討してください。

ステップ4: 支援技術環境整備の実施
支援技術ソリューションが特定されると、ステップ4として、機器などの購入、適切な訓練、視覚障害のある人が上手に支援技術を使用することなど、環境整備の実施段階に入ります。さらに問題がある場合には、ステップ2に挙げた社会資源と協力してフォローアップします。
ステップ5: 環境整備の監視
環境整備プロセスは継続するものです(EEOC、2002)。その効果を確実なものとするため、環境整備をモニターすることが重要です。検証事項として下記が挙げられます：

· 訓練を受けた場合、効果があったか?

· 製品は適切に使用されているか?

· 製品は保守整備されているか?

· その他の環境整備が必要ではないか?

現在の環境整備に変更を加えることになる、障害者の機能上の制約や職務に生じる変化を考慮する必要があります。変化が生じたときには、事業主にはさらなる支援技術環境整備を供与する必要が生じる場合があります。
これら5つのステップは、視覚障害者が支援技術を選択するための意思決定プロセスであり、環境整備を成功に導く道筋を示しています。特定の環境において技術とユーザーの最適なマッチングが得られるためには、各ステップを慎重に進めることが不可欠です。
この記事は、ミネソタ州ミネアポリスで開催されたThe 2002-Closing the Gap Conferenceでのマンディ・J・ギャンブル氏(Mandy J. Gamble、MS、MBA、)の発表を基にしています。
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